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 （注）１．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２．１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５ 経理の状況」中、「１ 四半期連結財務諸表」の「１株当たり

情報」に記載しております。 

３．「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」につい

ては、前第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失であり潜在株式がないため、当第１四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については潜在株式がないため記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

  

平成21年度
第１四半期連結
累計(会計)期間

平成22年度
第１四半期連結
累計(会計)期間

平成21年度

(自 平成21年
４月１日 

至 平成21年 
６月30日)

(自 平成22年
４月１日 

至 平成22年 
６月30日)

(自 平成21年
４月１日 

至 平成22年 
３月31日)

経常収益 百万円  4,216  4,202  17,248

経常利益 

（△は経常損失） 
百万円  △275  313  1,345

四半期純利益 

（△は四半期純損失）  
百万円  △118  193 ―― 

当期純利益 百万円 ―― ――  684

純資産額 百万円  23,171  24,095  24,466

総資産額 百万円  671,936  687,967  668,567

１株当たり純資産額 円  226.08  237.58  241.11

１株当たり四半期純利益

金額 

（△は１株当たり四半期

純損失金額） 

円  △1.25  2.03 ―― 

１株当たり当期純利益金

額 
円 ―― ――  7.22

潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額 
円  －  － ―― 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
円 ―― ――  －

自己資本比率 ％  3.18  3.27  3.41

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円  3,853  14,123  1,464

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円  △4,850  △15,594  △2,274

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円  △240  △240  20

現金及び現金同等物の四

半期末（期末）残高 
百万円  14,786  13,524  15,236

従業員数 人  690  693  665
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 当第１四半期連結会計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容については、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。 

  

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社における従業員数 

 （注）１．従業員数は、嘱託及び臨時従業員241人を含んでおりません。 

２．臨時従業員数は、［ ］内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。 

(2）当行の従業員数 

 （注）１．従業員数は、嘱託及び臨時従業員232人を含んでおりません。 

 なお、取締役を兼任しない執行役員５人を含んでおります。 

２．臨時従業員数は、［ ］内に当第１四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年６月30日現在

従業員数（人） 
 

 

693

[239]

  平成22年６月30日現在

従業員数（人） 
 

 

607

[230]
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 「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりま

せん。 

  当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1）業績の状況 

 当第１四半期連結会計期間における岩手県内の経済をみますと、住宅投資は低調に推移しており、個人消費は

一部に政策効果による動きがみられるものの、全体では弱い状況が続いております。生産はゆるやかに回復して

きており、雇用情勢は厳しい状況が続くものの改善に向けた動きがみられます。総じて厳しい水準にはあります

が、持ち直しつつあります。 

 当第１四半期連結会計期間の経常収益は、資金利益の減少を主な要因として前年同四半期連結会計期間比14百

万円減少し42億２百万円となりました。経常費用は、与信関連費用の減少を主な要因として同６億３百万円減少

し38億89百万円となりました。 

 この結果、経常利益は同５億88百万円増加し３億13百万円、四半期純利益は同３億11百万円増加し１億93百万

円となりました。 

 セグメントごとの損益状況につきましては、「銀行業務」の経常収益は37億71百万円、セグメント利益は２億

30百万円となりました。「リース業務」の経常収益は３億96百万円、セグメント損失は３百万円となりました。

「その他」の経常収益は１億66百万円、セグメント損失は25百万円となりました。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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① 国内・国際業務部門別収支 

当第１四半期連結会計期間の資金運用収支、役務取引等収支及びその他業務収支の合計額（業務粗利益）は、

国内業務部門32億67百万円、国際業務部門45百万円であり、合計では33億12百万円となりました。 

資金運用収益の主なものは、国内業務部門では貸出金利息24億96百万円、有価証券利息配当金２億76百万円な

どです。国際業務部門では有価証券利息配当金49百万円などです。また、資金調達費用の主なものは、国内業務

部門では預金利息１億94百万円、借用金利息47百万円などです。 

役務取引等収支は、内国為替手数料や投資信託等の預り資産販売に係る手数料を中心として、国内業務部門に

よる収支がほぼ全額を占めており、合計で３億90百万円となりました。 

その他業務収支は、国内業務においては国債等債券損益（５勘定尻）２億99百万円のほか、連結子会社の業務

に係る収支により、３億32百万円となりました。国際業務においては外国為替の売買等により２百万円となり、

合計で３億34百万円となりました。 

 （注）１．国内業務部門は当行及び連結子会社の円建取引、国際業務部門は当行及び連結子会社の外貨建取引でありま

す。ただし、円建対非居住者取引等は国際業務部門に含めております。 

２．資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息であります。 

  

種類 期別 
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

資金運用収支 
前第１四半期連結会計期間  2,654  56  2,711

当第１四半期連結会計期間  2,545  42  2,587

うち資金運用収益 

前第１四半期連結会計期間  3,052  74
 

 

17

3,109

当第１四半期連結会計期間  2,799  49
 

 

6

2,841

うち資金調達費用 

前第１四半期連結会計期間  397  17
 

 

17

397

当第１四半期連結会計期間  254  6
 

 

6

254

役務取引等収支 
前第１四半期連結会計期間  293  0  294

当第１四半期連結会計期間  389  0  390

うち役務取引等収益 
前第１四半期連結会計期間  527  1  529

当第１四半期連結会計期間  612  1  613

うち役務取引等費用 
前第１四半期連結会計期間  233  1  234

当第１四半期連結会計期間  222  0  223

その他業務収支 
前第１四半期連結会計期間  137  2  140

当第１四半期連結会計期間  332  2  334

うちその他業務収益 
前第１四半期連結会計期間  508  2  511

当第１四半期連結会計期間  718  2  720

うちその他業務費用 
前第１四半期連結会計期間  371  －  371

当第１四半期連結会計期間  385  －  385
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② 国内・国際業務部門別役務取引の状況 

当第１四半期連結会計期間の役務取引等収益は、国内業務部門６億12百万円、国際業務部門１百万円、合計で

６億13百万円となりました。 

一方、役務取引等費用は、国内業務部門２億22百万円、国際業務部門０百万円、合計で２億23百万円となりま

した。 

 （注） 国内業務部門は当行及び連結子会社の円建取引、国際業務部門は当行及び連結子会社の外貨建取引でありま

す。ただし、円建対非居住者取引等は国際業務部門に含めております。 

  

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

役務取引等収益 
前第１四半期連結会計期間  527  1  529

当第１四半期連結会計期間  612  1  613

うち預金・貸出業務 
前第１四半期連結会計期間  74  －  74

当第１四半期連結会計期間  69  －  69

うち為替業務 
前第１四半期連結会計期間  169  1  170

当第１四半期連結会計期間  171  1  173

うち証券関連業務 
前第１四半期連結会計期間  31  －  31

当第１四半期連結会計期間  46  －  46

うち代理業務 
前第１四半期連結会計期間  106  －  106

当第１四半期連結会計期間  190  －  190

うち保護預り・貸金庫業務 
前第１四半期連結会計期間  9  －  9

当第１四半期連結会計期間  7  －  7

うち保証業務 
前第１四半期連結会計期間  40  －  40

当第１四半期連結会計期間  39  －  39

役務取引等費用 
前第１四半期連結会計期間  233  1  234

当第１四半期連結会計期間  222  0  223

うち為替業務 
前第１四半期連結会計期間  30  1  31

当第１四半期連結会計期間  30  0  31
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③ 国内・国際業務部門別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高（末残） 

 （注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

２．定期性預金＝定期預金＋定期積金 

３．国内業務部門は当行及び連結子会社の円建取引、国際業務部門は当行及び連結子会社の外貨建取引でありま

す。ただし、円建対非居住者取引等は国際業務部門に含めております。 

  

種類 期別 
国内業務部門 国際業務部門 合計 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

預金合計 
前第１四半期連結会計期間  620,593  289  620,882

当第１四半期連結会計期間  630,356  310  630,666

うち流動性預金 
前第１四半期連結会計期間  243,292  －  243,292

当第１四半期連結会計期間  250,190  －  250,190

うち定期性預金 
前第１四半期連結会計期間  372,099  －  372,099

当第１四半期連結会計期間  375,691  －  375,691

うちその他 
前第１四半期連結会計期間  5,202  289  5,491

当第１四半期連結会計期間  4,473  310  4,784

譲渡性預金 
前第１四半期連結会計期間  7,700  －  7,700

当第１四半期連結会計期間  8,531  －  8,531

総合計 
前第１四半期連結会計期間  628,294  289  628,583

当第１四半期連結会計期間  638,887  310  639,198
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④ 国内・海外別貸出金残高の状況 

○ 業種別貸出状況（残高・構成比） 

 （注）「国内」とは、当行及び連結子会社であります。 

      

(2）キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、預金の増加を主な要因として、前年

同四半期連結会計期間比102億70百万円収入が増加し141億23百万円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の取得による支出等が有価証券の売却による収入を上回ったこ

となどにより、同107億44百万円支出が増加し155億94百万円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払い等により前年同期とほぼ同額の２億40百万円の支出とな

りました。 

以上の結果、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前年同四半期連結会計期間末

比12億62百万円減少し135億24百万円となりました。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当行グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4）研究開発活動 

該当事項なし 

  

業種別 
平成21年６月30日 平成22年６月30日

貸出金残高(百万円) 構成比（％） 貸出金残高(百万円) 構成比（％）

国内（除く特別国際金融取引勘定分）  448,631  100.00  446,221  100.00

製造業  48,119  10.73  47,137  10.56

農業、林業  2,930  0.65  3,013  0.68

漁業  660  0.15  572  0.13

鉱業、採石業、砂利採取業   854  0.19  742  0.17

建設業  38,643  8.61  35,175  7.88

電気・ガス・熱供給・水道業  5,305  1.18  5,593  1.25

情報通信業  4,379  0.98  4,171  0.93

運輸業、郵便業  9,868  2.20  14,189  3.18

卸売業、小売業  53,008  11.82  48,370  10.84

金融業、保険業  20,809  4.64  7,021  1.57

不動産業、物品賃貸業  63,844  14.23  66,429  14.89

各種サービス業  55,238  12.31  30,411  6.82

地方公共団体  34,142  7.61  51,872  11.62

その他  110,832  24.70  131,526  29.48

海外及び特別国際金融取引勘定分  －  －  －  －

政府等  －  －  －  －

金融機関  －  －  －  －

その他  －  －  －  －

合計  448,631  －  446,221  －
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 １ 主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 ２ 設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除去等につい 

て、重要な変更はありません。  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項なし 

  

該当事項なし 

  

該当事項なし  

  

  

  大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

 ん。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  150,000,000

計  150,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年６月30日） 

 提出日現在発行数（株）
（平成22年８月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  95,099,631 同左 
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何ら限定

のない当行における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

1,000株であります。

計  95,099,631 同左 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年４月１日～ 

平成22年６月30日 
 －  95,099  －  8,233,283  －  6,154,754

（６）【大株主の状況】

2010/08/09 20:43:1610670092_第１四半期報告書_20100809204251

- 9 -



当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。  

  

①【発行済株式】 

 （注）１．上記の「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が６千株含まれてお

ります。 

また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が６個含まれております。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当行所有の自己株式921株が含まれております。 

②【自己株式等】 

 （注）平成22年６月30日現在の「所有株式数の合計」は、304,000株となっております。 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動 

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    300,000
－ 

「１（１）②発行済

株式」の「内容」欄

に記載のとおりであ

ります。 

完全議決権株式（その他） 普通株式   93,819,000  93,819 同上 

単元未満株式 普通株式    980,631 － 
１単元（1,000株）

未満の株式 

発行済株式総数  95,099,631 － － 

総株主の議決権 －  93,819 － 

  平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社東北銀行 
盛岡市内丸３番１号  300,000  －  300,000  0.31

計 ――  300,000  －  300,000  0.31

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 

最高（円）  148  142  141

最低（円）  140  131  132

３【役員の状況】

 新役名及び職名  旧役名及び職名       氏名  異動年月日  

 常務取締役  常務取締役事務統括部長  宮田 俊平  平成22年７月１日 
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１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに

収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。 

 なお、前第１四半期連結会計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）及び前第１四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき作成し、当第１四半期

連結会計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 

至平成22年６月30日）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づき作成しております。 

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（自平成21年４月１日 

至平成21年６月30日）及び前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）に係る四半期連

結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累

計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）に係る四半期連結財務諸表について、北光監査法人の四半期レ

ビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 14,791 16,310

コールローン及び買入手形 59,200 50,900

商品有価証券 26 34

有価証券 144,100 128,828

貸出金 ※1  446,221 ※1  449,831

外国為替 365 363

その他資産 8,323 6,887

有形固定資産 ※2  9,547 ※2  9,652

無形固定資産 610 668

繰延税金資産 6,053 5,749

支払承諾見返 4,989 5,203

貸倒引当金 △6,262 △5,861

資産の部合計 687,967 668,567

負債の部   

預金 630,666 614,810

譲渡性預金 8,531 7,700

借用金 5,432 5,470

社債 1,200 1,200

その他負債 9,308 5,962

退職給付引当金 2,324 2,359

睡眠預金払戻損失引当金 16 16

偶発損失引当金 162 137

ポイント引当金 20 19

利息返還損失引当金 14 14

再評価に係る繰延税金負債 1,205 1,205

支払承諾 4,989 5,203

負債の部合計 663,872 644,101

純資産の部   

資本金 8,233 8,233

資本剰余金 6,159 6,159

利益剰余金 8,921 8,964

自己株式 △61 △61

株主資本合計 23,252 23,296

その他有価証券評価差額金 △2,286 △1,995

土地再評価差額金 1,556 1,556

評価・換算差額等合計 △730 △439

少数株主持分 1,573 1,608

純資産の部合計 24,095 24,466

負債及び純資産の部合計 687,967 668,567
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

経常収益 4,216 4,202

資金運用収益 3,109 2,841

（うち貸出金利息） 2,689 2,496

（うち有価証券利息配当金） 372 326

役務取引等収益 529 613

その他業務収益 511 720

その他経常収益 66 27

経常費用 4,492 3,889

資金調達費用 397 254

（うち預金利息） 344 194

役務取引等費用 234 223

その他業務費用 371 385

営業経費 2,532 2,542

その他経常費用 ※1  956 ※1  483

経常利益又は経常損失（△） △275 313

特別利益 32 11

償却債権取立益 32 11

特別損失 0 24

固定資産処分損 0 24

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△243 299

法人税、住民税及び事業税 25 252

法人税等調整額 △77 △113

法人税等合計 △52 139

少数株主損益調整前四半期純利益  160

少数株主損失（△） △73 △32

四半期純利益又は四半期純損失（△） △118 193
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△243 299

減価償却費 257 222

貸倒引当金の増減（△） 883 400

資金運用収益 △3,109 △2,841

資金調達費用 397 254

貸出金の純増（△）減 8,372 3,609

預金の純増減（△） 13,813 15,856

譲渡性預金の純増減（△） 1,015 830

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

△50 △37

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 419 △193

コールローン等の純増（△）減 △17,900 △8,300

資金運用による収入 3,042 2,768

資金調達による支出 △909 △731

その他 △2,133 2,165

小計 3,854 14,302

法人税等の支払額 △0 △179

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,853 14,123

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △17,601 △50,326

有価証券の売却による収入 10,752 33,700

有価証券の償還による収入 2,242 1,145

有形固定資産の取得による支出 △210 △74

その他 △32 △39

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,850 △15,594

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △237 △236

少数株主への配当金の支払額 △3 △2

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △240 △240

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,240 △1,711

現金及び現金同等物の期首残高 16,026 15,236

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  14,786 ※1  13,524
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   当第１四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

   該当事項なし 

   

  

  

  当第１四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

  該当事項なし 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間 

（自 平成22年４月１日） 

 至 平成22年６月30日） 

 （四半期連結損益計算書関係） 

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号平成20年12

月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21

年３月24日内閣府令第５号）の適用により、当第１四半期連結累計期間

では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しておりま

す。  

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

  

１．減価償却費の算定方法  定率法を採用している有形固定資産につ

いては、年度に係る減価償却費の額を期間

按分する方法により算定しております。 

  

２．貸倒引当金の計上方法  「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権

等及び「破綻懸念先」で個別の予想損失額

を引き当てている債権等以外の債権に対す

る貸倒引当金につきましては、平成22年３

月期の予想損失率を適用して計上しており

ます。 

  

３．税金費用の計算  法人税等につきましては、年度決算と同

様の方法により計算しておりますが、納付

税額の算出に係る加減算項目及び税額控除

項目は、重要性の高い項目に限定して適用

しております。 

  

４. 繰延税金資産の回収可

能性の判断 

 繰延税金資産の回収可能性の判断につき

ましては、一時差異の発生状況について前

連結会計年度末から大幅な変動がないと認

められるため、同年度末の検討において使

用した将来の業績予測及びタックス・プラ

ンニングの結果を適用しております。 

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 

平成22年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。 

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。 

破綻先債権額 3,018百万円

延滞債権額 13,722百万円

３ヵ月以上延滞債権額 339百万円

貸出条件緩和債権額 927百万円

破綻先債権額 2,651百万円

延滞債権額 12,964百万円

３ヵ月以上延滞債権額 499百万円

貸出条件緩和債権額 931百万円

 なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。 

 なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 10,908百万円 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 12,019百万円

（四半期連結損益計算書関係）

 前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

  至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年６月30日） 

※１．その他経常費用には、貸倒引当金繰入額 百万円を

含んでおります。 

897 ※１．その他経常費用には、貸倒引当金繰入額 百万円を

含んでおります。 

417

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（単位：百万円） （単位：百万円）

平成21年６月30日現在 平成22年６月30日現在 

  

現金預け金勘定 25,593

定期預け金 △10,096

その他の預け金 △709

現金及び現金同等物 14,786

現金預け金勘定 14,791

定期預け金 －

その他の預け金 △1,266

現金及び現金同等物 13,524

（株主資本等関係）

  （単位：千株）

  当第１四半期連結会計期間末株式数 

発行済株式   

普通株式  95,099

合計  95,099

自己株式   

普通株式  304

合計  304
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項なし 

  

  ３．配当に関する事項 

   基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

  となるもの 

     該当事項なし 

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

        ２．各事業の主な内容は次のとおりであります。 

（１）銀行業務・・・・銀行業、銀行事務代行業 

（２）リース業務・・・リース業 

（３）保証業務・・・・信用保証業 

（４）その他業務・・・クレジットカード業、ソフトウェアの開発及び販売業 

    ３．事業区分の変更 

  前第１四半期連結累計期間では、信用保証業は「その他業務」に含めておりましたが、前連結会計年度の

有価証券報告書において経常損失の絶対値が経常利益の生じているセグメントの経常利益の合計額の絶対値

の10％以上となったことから、「保証業務」として他のセグメントと区分して記載しております。 

  なお、保証業務の前第１四半期連結累計期間の経常収益は46百万円（うち外部顧客に対する経常収益は 

42百万円、セグメント間の内部経常収益は４百万円）経常利益は△19百万円であります。 

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

  

 当行は在外支店及び在外子会社を有していないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

  

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 

  
（決 議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日

定時株主総会 
普通株式  236  2.5 平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
銀行業務 
（百万円） 

リース業務
（百万円）

保証業務
（百万円）

その他業務
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
 （百万円） 

連結
（百万円）

経常収益             

(1）外部顧客に対する経常収

益 
 3,647  376  41  151  4,216  －  4,216

(2）セグメント間の内部経常

収益 
 70  24  3  41  140  (140)  －

計  3,718  401  45  192  4,357  (140)  4,216

経常利益（△は経常損失）  △323  △25  △30  △8  △388  112  △275

【所在地別セグメント情報】

【国際業務経常収益】
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１．報告セグメントの概要 

 当行グループの報告セグメントは、当行の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当行の経営

事項及び業務執行に関する最高経営意思決定機関である取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価する

ために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当行グループは、当行に経営管理部門を置き、銀行業を中心にリース業などの金融サービスの提供を事業活動

として展開しております。なお、「銀行業務」及び「リース業務」を報告セグメントとしております。 

 「銀行業務」は、銀行業、銀行事務代行業及び信用保証業を中心とした銀行業を行っております。「リース業

務」は、リース業を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

（単位：百万円）

（注）１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。 

   ２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業、

ソフトウェアの開発及び販売業であります。 

   ３．セグメント利益の調整額111百万円は、セグメント間取引消去であります。 

   ４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。  

   

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項なし 

  

 （追加情報） 

当第１四半期連結会計期間から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号平成20年３月21日）

を適用しております。 

   

【セグメント情報】

  

  

 報告セグメント 
その他 合計 調整額 

四半期連結

損益計算書

計上額 銀行業務 リース業務 計 

 経常収益               

（１）外部顧客に対する 

経常収益 
 3,701  375 4,077 125  4,202  －  4,202

（２）セグメント間の内部

経常収益 
 70  20  90  40  131  △131  －

計  3,771  396  4,168  166  4,334  △131  4,202

セグメント利益 

又はセグメント損失（△） 
 230  △3  227  △25  201  111  313
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当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日現在） 

 企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるもの

は、次のとおりであります。 

  

 （注）有価証券の時価の算定方法 

 株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資

信託は、公表されている基準価格によっております。 

 自行保証付私募債は、自らの保証を考慮せずに発行体の信用力に基づき、元利金の合計額を同様の新規引

受を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算出しております。 

 変動利付国債の時価については、昨今の市場価格を踏まえた検討の結果、引き続き市場価格を時価とみな

せない状態にあると判断し、合理的に算定された価額をもって時価としております。これにより、市場価格

をもって時価とした場合に比べ、当第１四半期連結会計期間末の「有価証券」は1,061百万円増加、「繰延

税金資産」は428百万円減少、「その他有価証券評価差額金」は632百万円増加しております。 

変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り及びゼロフロアーオプション価値等から見積も

った将来キャッシュ・フローを同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しております。主

な価格決定変数は、国債の利回り及びスワップションのボラティリティであります。 

なお、その他有価証券で時価のあるものに関する注記事項については、「（有価証券関係）」に記載して

おります。 

  

（金融商品関係）

科目 
四半期連結貸借対照表

計上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

 有価証券   143,244   143,453   209
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Ⅰ 当第１四半期連結会計期間末 

※ 企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動の認められるも 

 のは、次のとおりであります。 

  

その他有価証券で時価のあるもの（平成22年６月30日現在） 

   

Ⅱ 前連結会計年度末 

  その他有価証券（平成22年３月31日現在） 

  

（有価証券関係）

  取得原価（百万円） 
四半期連結貸借対照
表計上額（百万円）

差額（百万円）

 株式   6,345   4,470   △1,875

 債券   110,783   111,982   1,199

  国債   49,563   50,157   594

  地方債   2,873   2,883  10

  社債   58,346   58,941   594

 その他   23,234   20,083   △3,150

 合計   140,363   136,536   △3,827

  種類 
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

株式  503  382  120

債券  47,815  47,123  692

国債  25,426  25,026  400

地方債  －  －  －

社債  22,388  22,097  291

その他  9,617  9,485  131

小計  57,936  56,991  944

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

株式  4,537  5,979  △1,442

債券  46,582  46,769  △186

国債  20,543  20,590  △47

地方債  705  705  △0

社債  25,334  25,472  △138

その他  12,129  14,791  △2,661

小計  63,249  67,540  △4,290

合計  121,186  124,531  △3,345
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

 （注）１．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

２．なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期連結累計期間は１株当たり四

半期純損失であり潜在株式がないため、当第１四半期連結累計期間は潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

   

  

 該当事項なし 

  

（１株当たり情報）

    
当第１四半期連結会計期間末

（平成22年６月30日） 
前連結会計年度末

（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円  237.58  241.11

    
前第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 

（△は１株当たり四半期純損失金額） 
円  △1.25  2.03

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円  －  －

  
  

前第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 

又は１株当たり四半期純損失金額 
    

四半期純利益（△は四半期純損失） 百万円  △118  193

普通株主に帰属しない金額 百万円  －  －

普通株式に係る四半期純利益 

（△は普通株式に係る四半期純損失） 
百万円  △118  193

普通株式の期中平均株式数 千株  94,809  94,797

２【その他】
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 該当事項なし 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月４日

株式会社 東 北 銀 行 

取締役会 御中 

北 光 監 査 法 人 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 遠藤 明哲   印 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 下田 栄行   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東北銀

行の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東北銀行及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

※１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告 

  書提出会社）が別途保管しております。 

 ※２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年８月５日

株式会社 東 北 銀 行 

取締役会 御中 

北 光 監 査 法 人 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 下田 栄行   印 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 多田 秋雄   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東北銀

行の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成

22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東北銀行及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

※１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告 

  書提出会社）が別途保管しております。 

 ※２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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【提出先】 関東財務局長 
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【会社名】 株式会社 東北銀行 

【英訳名】 THE TOHOKU BANK,LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役頭取 浅沼 新 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項なし 

【本店の所在の場所】 岩手県盛岡市内丸３番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社 東北銀行 仙台支店 

（宮城県仙台市青葉区国分町一丁目６番18号） 

株式会社 東北銀行 東京支店 
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（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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 当行取締役頭取浅沼新は、当行の第91期第１四半期（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）の四半期報告書

の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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